
評価調査結果要約表
１．案件の概要
国名：パラグアイ 案件名：パラグアイ小農野菜生産技術改善計画
分野：農業（園芸） 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：農業開発協力部畜産園芸課 協力金額：8.13億円
 
協力
期間

1997年4月1日～2002年3月31日
 

先方関係機関：農牧省農業試験局国立農業研究所（IAN）、農
牧省農業普及局（DEAG）
日本側協力機関：農林水産省、(独）農業技術研究機構野菜茶業
研究所

他の関連協力：
１－１ 協力の背景
農牧業はパラグアイの基幹産業であり、就労人口の約40％が従事している。うち8割(約20万戸)を占める小農が綿花栽培に
従事しているが、近年の国際綿花価格の低落や、南米南部共同市場（メルコスール）の発足に伴って、懸念される小農の
所得低下や困窮への対応が急務となっていた。
これに対して、パラグアイ政府は農業多様化と対外競争力の強化を推進する方針であり、(1)小規模農家経営においても
高収益が期待できる野菜生産技術の導入、(2)生産性向上・安定供給及び高品質化に資する栽培技術の開発、(3)農薬の乱用
による環境汚染の防止技術の開発、(4)それらの開発された技術の普及による小農経営の安定と生活水準の向上の4点を目
的とするプロジェクト方式技術協力を、我が国へ要請した。
 
１－２ 協力内容
（１）上位目標
本プロジェクトでは小農経営の安定化と生活水準の向上を図るため、小農の野菜生産技術導入に向けた(1)育種・選

抜、(2)栽培技術開発、(3)主要病害・害虫の防除法の開発、(4)農牧省農業普及局普及員及び先導的農家に対する技術普及
を行った。
（２）プロジェクト目標
農牧省農業試験局国立農業研究所(IAN)において小農野菜生産者のための野菜生産技術が改善され、対象地域の先導的小
農によって利用される。
（３）成果

1）優良品種が選定され育種される。
2）適正栽培技術が改善される。
3）主要病害虫の発生生態が解明され、その防除技術が開発される。
4）開発された技術及び知見が農牧省農業普及局(DEAG)普及員及び先導的農家に普及される。
（４）投入
日本側：
長期専門家派遣 8名 機材供与 1.46億円
短期専門家派遣 15名 ローカルコスト負担 0.63億円
研修員受入 17名 その他：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ基盤整備費 0.26億円
相手国側：
カウンターパート配置 22名 機材購入
ローカルコスト負担 0.16億円
 
２．評価調査団の概要
調査者 総括：稲田 幸三 JICA農業開発協力部次長

農業行政協力：北 明彦 農林水産省生産局総務課国際室協力指導係長
育種／野菜栽培／病害虫：柏尾 具俊 （独）農業技術研究機構九州沖縄農業研究センター野菜花木研究部上

席研究官
計画評価／普及：馬杉 学冶 JICA農業開発協力部畜産園芸課
PCM評価：石原 博英 （株）日本技研

調査期間 2001年10月21日～2001年11月3日 評価種類：終了時評価
３．評価結果の概要
３－１ 評価結果の要約
（１）妥当性
パラグアイ政府は農業多様化と対外競争力の強化を推進する政策に基づき、国際機関などの協力を得ながら数々の園芸
作物・流通に関するプロジェクトを実施している。本プロジェクトはその中の重点プロジェクトになっており、妥当とい
える。
（２）有効性
(1)成果の育種部門では、メロン、イチゴ、トマトの有望品種が選定され、実証試験が実施されている。またこの中で、将
来的に新品種が開発される可能性のある有望な系統が開発されている。育種サイクルの最終段階である諸検定技術、採取
技術の移転、採取組織の構築、品種登録作業は終了時評価時点においては未了であるものの、カウンターパートは担当品
目品種育成を独自に継続して実施することが可能と思われる。
一方、(2)栽培技術開発、(3)主要病害・害虫の防御法の開発、(4)農牧省農業普及局普及員及び先導的農家に対する技術
普及の各分野では、概ね所定の成果を達成した。この結果、一部の先導的農家では従来に比べて、作物の収穫期間の延長
や作物販売による増収を実現している。



以上により、育種分野の一部を除き、プロジェクト目標は概ね達成されたと言える。
（３）効率性
日本からの専門家（長期／短期）派遣及び資機材供与や、パラグアイ側の適切なカウンターパートの配置により、プロ
ジェクト成果の多くが達成された。しかし、現時点で小農が調達・使用するのは経済的に困難と思われるビニールハウス
やガラス温室等の資機材がプロジェクトサイトに設置・供与されており、プロジェクト目標から判断すると高価と思われ
る資機材も一部ある。また、本邦調達機材の発送遅延やパラグアイ側機材通関等の手続き遅延による影響で主要機材の使
用開始時期が3年目後半になったことや、パラグアイ側ローカルコスト負担不足により活動に支障が若干生じた。その解決
のために専門家や関係者に負担がかかり、効率性を欠いたことは否定できない。
（４）インパクト
統計資料が未整備であるため、終了時評価時点では具体的な経済効果は明らかではない。プロジェクトの対象となった
先導的農家では、収入増・経費削減が可能になっていることから、今後の技術普及により経済的効果が期待できる。その
他に、開発された技術が地域農民に広まっていること、農薬の使用量が以前の1/2～1/3に減少したことなど、波及的イン
パクトが見られる。
（５）自立発展性
一部の先導的農家は他の農家を指導できるまでになっており、今後の技術普及が期待できる。しかし、研究の継続とより
広範な技術普及のためには、IANでは野菜研究能力を維持することが、DEAGでは普及事業の民間活力利用方法の詳細を
決定し、管理能力を強化することが必要となる。
また、協力期間を通じてパラグアイ側のローカルコスト負担が十分ではなかったことは否めない。IANでは当面国家予
算を通じて活動を継続する予定であるが、自己収入については一旦国庫に全額納入され、還元されることになる。しか
し、そのタイミングや還元率など不確定要素も多いことから、現状ではプロジェクト成果の維持・発展や、野菜生産およ
び普及の組織的発展が行われることについて明るい展望を持つことは困難である。
技術面では、移転された技術はそれぞれのカウンターパートには定着しているが、組織に定着したとは言い難い。また
各カウンターパートは、研究者として自ら研究課題を設定し、その解決に必要な調査研究手法を習得するレベルには至っ
ていない。
 
３－２ 効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
該当なし
（２）実施プロセスに関すること
該当なし
 
３－３ 問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること
優良品種の選定・育種の目標設定については、その技術の特殊性や時間的な必要性を考慮し、現実的なアウトプットをプ
ロジェクト形成時に十分に検討する必要があった。
（２）実施プロセスに関すること
ローカルコストの不十分さや通関手続き上の問題で、供与資機材のプロジェクトサイトへの到着が最長1年遅延し、活動に
影響を与えた。また、本邦研修受講者5名（内カウンターパート3名）が私的理由により退職し、自立発展性及び効率性に
少なからず悪影響を与えていると思われる。
 
３－４ 結論
評価５項目の観点からの評価によると、妥当性、インパクトについては、満足できる結果である。また、育種部門で未了
項目があるものの、プロジェクトの目標が協力期間中に概ね達成されると予想されるため、有効性も認められる。一方、
効率性・自立発展性には、反省点および不安材料が残る。
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（１）パラグアイ政府は予算、組織、人員面で必要な処置を講じるべきである。
（２）パラグアイ政府は「野菜及び果樹生産国家計画」の具体化に向け、実施計画を作成し、プロジェクト終了時まで
にJICA事務所に提出する。

（３）上記計画を踏まえた上で、日本政府は必要性が認められれば短期専門家の派遣を検討する。
（４）植物育成者権保護のため、日本から持ち込んだ種子は試験研究ためのみに利用し、そのまま普及しない。
 
３－６ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
（１）本プロジェクトでは、プロジェクト計画書が終了時評価まで作成されておらず、計画当初から評価を踏まえたモニ
タリング計画を策定し、適宜、計画を修正していく必要がある。

（２）供与機材の発送・通関手続きの円滑な実施を確保するべきである。
（３）相手国側は十分なローカルコストを確保することが必要である。
（４）育種に係るプロジェクトで、新品種の開発までを目標に含む場合、５年間では困難である。実行計画作成時には、
プロジェクト協力期間内で時間的・技術的に達成可能な活動内容の検討を行う必要がある。

 
３－７ フォローアップ状況
該当なし

 
 


